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平成２３年度第３次補正予算に係る委託プロジェクト研究
「森林・農地周辺施設等の放射性物質の除去・低減技術の開発」応募要領

農林水産省農林水産技術会議事務局では、平成２３年度第３次補正予算に係る委託プ
ロジェクト研究「森林・農地周辺施設等の放射性物質の除去・低減技術の開発」を実施
するに当たり、当該委託プロジェクト研究への参加を希望する企業、研究機関等を一般
に広く募ります。研究への参加（公募課題の受託）を希望される方は、本要領に従って
提案書を提出して下さい。

なお、当該委託プロジェクト研究は、平成２３年度第３次補正予算政府案に基づき公
募を行っているため、今後、変更等があり得ることをあらかじめご承知おき下さい。

１．事業概要
（１）事業内容

福島第一原子力発電所事故の発生を受け、農林水産省では、農地土壌からの放射性物
質の除去技術の開発や森林内での放射性物質の低減技術の開発に向けた取組を緊急に
進めてきたところです。しかしながら、被災地での営農再開のためには、農地の除染
だけでなく、農地・集落に隣接する森林からの放射性物質の拡散防止、用排水路等の
農業用施設、畦畔、農道等の除染、除染に伴い発生する作物、雑草等を減容化し、安
全に一時保管することが求められていることから、これらに係る技術を開発します。

（２）公募研究課題別の研究開発内容、目標等
①「公募研究課題１」森林内の放射性物質に由来する影響を低減させる技術の開発
ア 研究開発の具体的内容

農地・集落に隣接する森林の落葉等の除去を安全に行う方法を確立します。
また、放射線量を低減する技術及び森林の放射性物質が周辺に拡散することを
防止する技術を開発します。
森林から流出する水に含まれる放射性物質の量を福島県内で継続的に観測す

ることにより、森林外に流出する放射性物質の挙動を分析し、降水量、降雨強
度等との相関や季節の変化に伴う放射性物質量の変動を明らかにします。

イ 達成目標 (最終目標）
森林内の放射性物質に由来する影響を低減させる技術を開発します。なお、

本課題における開発は、原発被災地における技術の実証を含みます。

ウ 研究実施期間（予定）
平成２３年度～２４年度（２年間）

エ 平成２３年度の委託研究経費限度額 ５４，０００千円

〈留意事項〉
・作業者の安全を確保する観点から、計画的避難区域内における作業に当たっ
ては、別紙１を参考にしつつ実施することとします。

・採択の決定の際は、審査委員会の結果等を踏まえ、研究内容の見直しやそれ
に伴う研究費の見直しがあり得ることをあらかじめご承知おき下さい。

・研究の実施に当たっては「公募研究課題２」及び「公募研究課題３」とも密
な情報交換を実施し、相互の連携に配慮することとします。

・「公募研究課題１」において生じた落葉等については、「公募研究課題３」に
て回収及び一時保管することを予定しています。

・本要領９の②のプロジェクト研究運営委員会は公募研究課題ごとに設置せず、
プロジェクト全体で一つの委員会を設置します。
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②「公募研究課題２」農業用施設、畦畔、農道等の除染技術の開発
ア 研究開発の具体的内容

除染した農地の再汚染を防ぐため、放射性物質で汚染された用排水路等の農
業用施設、畦畔、農道等の農地周辺を除染するための機械等の技術を開発しま
す。

イ 達成目標 (最終目標）
農業用施設、畦畔、農道等の除染技術を開発します。なお、本課題における

開発は、技術の実証を含みます。

ウ 研究実施期間（予定）
平成２３年度

エ 平成２３年度の委託研究経費限度額 ６２，０００千円

〈留意事項〉
・採択の決定の際は、審査委員会の結果等を踏まえ、研究内容の見直しやそれに
伴う研究費の見直しがあり得ることをあらかじめご承知おき下さい。

・研究の実施に当たっては「公募研究課題１」及び「公募研究課題３」とも密な
情報交換を実施し、相互の連携に配慮することとします。

・「公募研究課題２」において生じた残土等については、「公募研究課題３」にて
回収及び一時保管することを予定しています。

・本要領９の②のプロジェクト研究運営委員会は公募研究課題ごとに設置せず、
プロジェクト全体で一つの委員会を設置します。

③「公募研究課題３」放射性物質を含む作物等の安全な減容・安定化技術の開発
ア 研究開発の具体的内容

除染作業等に伴い発生する、放射性物質で汚染された雑草、落葉、枝、植物
残さ、作物等は、かさばるだけでなく、腐敗や飛散等によって周辺環境を汚染
する可能性があるため、これらを安全に減容化し、かつ、安定化する技術を開
発します。具体的には、粉じん飛散等による周辺の汚染を防止しつつ、ペレッ
ト化、チップ化等を行う技術を開発します。

イ 達成目標 (最終目標）
放射性物質を含む作物等の安全な減容・安定化技術を開発します。なお、本

課題における開発は、原発被災地における技術の実証を含みます。

ウ 研究実施期間（予定）
平成２３年度～平成２４年度（２年間）

エ 平成２３年度の委託研究経費限度額 １５０，１５５千円

〈留意事項〉
・作業者の安全を確保する観点から、計画的避難区域における作業に当たっては、
別紙１を参考にしつつ実施することとします。

・採択の決定の際は、審査委員会の結果等を踏まえ、研究内容の見直しやそれに
伴う研究費の見直しがあり得ることをあらかじめご承知おき下さい。

・研究の実施に当たっては「公募研究課題１」及び「公募研究課題２」とも密な
情報交換を実施し、相互の連携に配慮することとします。

・「公募研究課題３」の委託先においては、委託研究経費を用いて、本委託プロ
ジェクト（「公募研究課題１」から「公募研究課題３」まで）の実施によって
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生じた落葉、残土、ペレット等を回収するとともに、一時保管するための容器
を準備し、一時保管場所に設置していただくことを予定しています。

・一時保管するための場所は農林水産技術会議事務局が指定します。なお、研究
を行うために必要な保管場所の整備に要する経費については、「公募研究課題
３」の委託費を用いることが可能です。

・本要領９の②のプロジェクト研究運営委員会は公募研究課題ごとに設置せず、
プロジェクト全体で１つの委員会を設置します。

（３）委託件数
「公募研究課題１」から「公募研究課題３」まで、原則としてそれぞれ 1 件とします。

２ 応募資格等
（１）資格要件（単独での応募及び複数機関による応募の両方に共通）

応募することができる者は、次の①から⑥までの要件を満たす者です。
① 企業、技術研究組合、特例民法法人、独立行政法人、大学、地方公共団体等の

法人格を有する研究機関（※）であること。
② 平成２２・２３・２４年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務

の提供等（調査・研究）」の区分の有資格者であること。（提案書提出時に参加資
格のない者は、平成２３年１１月中旬に予定している公募課題に係る審査委員会
の開催までに競争参加資格を取得して下さい。地方公共団体においては資格審査
申請の必要はありません。）

なお、研究機関が、平成２２・２３・２４年度農林水産省競争参加資格（全
省庁統一資格）の「役務の提供等（調査・研究）」の区分の有資格者であるかど
うかについては、「有資格者名簿閲覧ページ」にて確認できます。

（http://www.chotatujoho.go.jp/csjs/ex016/StartShikakushaMenuAction.do）
また、新たに申請を行う場合には、「統一資格審査申請受付サイト」をご覧く

ださい。（http://www.chotatujoho.go.jp/va/com/ShikakuTop.html）

③ 委託契約の締結に当たっては、農林水産省農林水産技術会議事務局から提示す
る委託契約書に合意できること。

④ 原則として、日本国内の研究開発拠点において研究を実施すること。ただし、
国外機関が有する特別な研究開発能力、研究施設等の活用又は国際標準獲得の観
点から必要と認められる場合は、この限りではありません。

⑤ 応募者が受託しようとする公募課題について、研究の企画立案及び進行管理を行
う能力・体制を有するとともに、研究開発責任者（プロジェクトリーダー）及び
経理責任者を設置していること。

⑥ 「公募研究課題３」については、放射性廃棄物取扱経験のある機関が参画又は協
力することが望ましい。

※ 研究機関とは、法人格を有する者であって、以下の４つの条件を満たす機関を
指します。
① 研究開発を行うための研究体制、研究員、設備等を有すること。
② 研究開発を行うための財政的健全性を有すること。
③ ①及び②について管理能力を有すること。
④ 知的財産等に係る事務管理等を行う能力・体制を有すること。

（２）複数の研究機関が研究グループを構成して研究を行う場合の要件
委託事業は直接採択方式であり、公募課題の一部又は全部を受託者が他の研究機

関に再委託することはできません。
このため、複数の研究機関等が共同で公募課題を受託しようとする場合には、研
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究グループ（コンソーシアム）を構成し、次の要件を満たすとともに、参画する研
究機関それぞれの分担関係を明確にした上で、研究グループの中核機関から応募し
ていただく必要があります。
① 研究グループを組織して共同研究を行うことについて、グループに参加する

全ての機関が同意していること。
② 研究グループと農林水産省が契約を締結するまでの間に、研究グループとし

て応募者が実施する研究課題に関する規約を策定すること若しくは研究グルー
プ参加機関が相互に応募者が実施する研究課題に関する協定又は共同研究契約
を締結することが確実であること。

③ 研究グループとして契約を締結する必要があるため、契約締結前に「随意契
約登録者名簿登録申請書」を提出すること。

なお、研究グループを採択した後、契約締結前までの間に、当該研究グループ
を構成する研究機関に重大な変更等があった場合には、採択を取り消し、改めて
委託先の選定を行うことがあります。

３ 応募について
（１）応募方法

応募者は、e メール又は郵送により、必要書類を送付して下さい。
e メールの場合は、応募書類を PDF ファイルに変換して送付して下さい。郵送の

場合は、可能な限り、電子データを保存した CD-R 等を同封して下さい。
今回の公募課題については、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）での応募受

付は行いませんが、応募課題については、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）
への入力が必要となりますので、応募申請までに研究機関コード及び研究者番号の
取得手続きを必ず行って下さい。府省共通研究開発管理システム（e-Rad）への入力
は農林水産省で行います。

（参考）e-Rad ポータルサイト（http://www.e-rad.go.jp/）

（２）応募書類
①提案書一式

（提案書の作成に当たっては、本要領に従い、提案書（別紙２）にご記入下さい。
なお、提案書は日本語で作成して下さい。）

②補足資料
民間企業、私立大学、公益・一般法人、NPO 法人又は協同組合が研究グループ

に参画している場合には、ア又はイに該当するものを「補足資料」として送付し
て下さい。「補足資料」は、代表機関を含め研究グループ内の該当するものすべて
の機関で必要です。
ア）民間企業の場合
・「定款」
・「経歴書」（経歴が確認できる会社案内等で可）
・「最新の決算（営業）報告書１年分（又はそれに準じるもの）」

イ）私立大学、公益法人、NPO 法人又は協同組合の場合
・「定款又は寄付行為」
・「最新の決算（営業）報告書１年分（又はそれに準じるもの）」

（３）提出先
【公募研究課題１及び公募研究課題３について】

①郵送における提出先
〒１００－８９５０
東京都千代田区霞が関１－２－１
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農林水産省 農林水産技術会議事務局 研究開発官（環境）室
②ｅメールにおける提出先

kankyou@nm.maff.go.jp

【公募研究課題２について】
①郵送における提出先
〒１００－８９５０
東京都千代田区霞が関１－２－１
農林水産省 農林水産技術会議事務局 研究開発官（食料戦略）室

②ｅメールにおける提出先
shokuryousenryaku@nm.maff.go.jp

（４）提出期限
平成２３年１１月２１日（月）１５：００必着

（５）応募に当たっての注意事項
応募に要する一切の費用は、応募者において負担していただきます。
提出した応募書類を締切期限内に差替え又は修正する場合は、事前に農林水産

技術会議事務局担当者までご連絡下さい。差替え又は修正が締切期限までに行え
ない場合は、差替え又は修正はなかったものとさせていただきます。

また、次の場合には応募は無効となりますので、ご注意下さい。
① 応募資格を有しない者の提案書。
② 提案書に不備があった場合は提案書の修正を依頼いたしますが、期限までに修
正できない場合。

③ 提案書に虚偽が認められた場合。

４ 説明会の開催
、 、 、当該提案公募に係る内容 契約に係る手続き 提案書類等について説明するため

以下のとおり説明会を開催します。説明会への出席は、義務ではありません。ご希
望の方は、研究機関ごとに別紙３の参加申込書に記入の上、１１月１１日（金）
１２：００までに にてお申し込み下さい（会場の都合により、１研究機関当たFAX
りの参加者数を制限させていただく場合があります 。。）
・日 時：平成２３年１１月１４日（月）１３：３０～１５：００

）・場 所：農林水産省農林水産技術会議委員室（本館６階 ドア ６７８No.

５ 委託先の選定
（１）選定方法

委託先の選定は、外部専門家（例えば、大学、企業等の研究者）等で組織する審
査委員会において （２）の審査基準に基づいて行います。審査に当たっては、必要、
に応じて、応募者に対し、提案書の他に、追加資料等の提出やヒアリングを求める
場合があります。
また、審査委員の所属、氏名等は、委託先決定後、ホームページで公表します。

ただし、提案書に記載された個人情報、知的財産に係る情報等に配慮するため、審
査内容は公表しません。

（２）審査基準
委託先の選定に関する審査基準は以下のとおりです。

① 提案内容が１の（２）の研究開発の具体的内容に合致しているか。
② 提案内容が１の（２）に示す達成目標に向けて十分な内容となっているか。
③ 提案内容が技術的に優れているか。
④ 提案内容に実現可能性があるか。また、研究開発内容を遂行するための高い技
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術能力や設備を有しているか。（知的財産の取り組み状況（管理体制等の規定の有
無）を含む。）

⑤ 提案内容の予算配分が効率的なものとなっているか。
⑥ 応募資格の要件のうち、研究機関に求められている４つの要件（本要領２（１）

の※の要件）を満たしているか。

６ 選定結果
（１）選定結果等の通知

選定結果は、平成２３年１１月下旬頃までに速やかに応募者（研究グループによ
る応募の場合は中核機関）に通知するとともに、委託予定先名（研究グループによ
る応募の場合は、中核機関名及び他の研究機関等名）を農林水産省のホームページ
で公表します。委託予定先に採択した旨を通知する際、必要に応じて、研究実施に
当たっての留意事項を付す場合があります。
なお、提案者の個人情報、知的財産等に係る情報等に配慮し、審査内容等に関す

る照会には応じません。

（２）複数採択
多様な企業、研究機関等による研究を促進する観点から、公募課題によっては、

複数の応募者を採択する場合があります。

７ 委託契約の締結
（１）委託契約の締結

５の（１）により採択された者と、平成２３年度第３次補正予算成立後、委託契
約を締結します（研究グループにより研究課題を実施する場合は、研究グループと
農林水産省が直接委託契約を締結します。詳しくは別紙４をご覧下さい）。

９により開催するプロジェクト研究運営委員会は、研究開発責任者の参加を求め
る場合がありますが、委託契約の締結前に開催する際には、研究開発責任者に旅費
等の負担を求めることがありますので、ご承知おき下さい。

（２）次年度の取扱い
平成２４年度の研究課題は、原則として、今回の公募により決定した委託先が実

施するものとし、年度当初にあらためて委託契約の締結を行うものとします。
ただし、１２の（１）のプロジェクト研究運営委員会における研究の進捗状況の

点検の結果により、研究の目標達成が著しく困難である等、研究の中止や縮小等が
適当と判断された場合は、翌年度に、委託費の削減、参加研究機関の縮減、委託自
体の不実施等を行います。

８ 契約上支払対象となる経費
（１）委託経費の対象となる経費

委託経費として計上できる経費は、次の経費とします。
１）直接経費：研究の遂行及び研究成果の取りまとめに直接必要とする経費

① 人件費
研究・開発に直接従事する研究開発責任者、研究員等の人件費。
なお、国、あるいは、地方公共団体からの交付金等で常勤職員の人件費を負

担している法人（地方公共団体を含む。）については、常勤職員の人件費は計上
できません。

② 謝金
委員会の外部委員等に対する出席謝金及び講演、原稿の執筆、研究協力等に

対する謝金。
③ 旅費

国内外への出張に係る経費。
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④ 試験研究費
・ 機械・備品費

委託プロジェクト研究の研究課題で使用するもので、原形のまま比較的
長期の反復使用に耐え得るもののうち、取得価格が３万円以上の物品とし
ます。ただし、研究開発用器具及び備品（試験又は測定機器、計算機器、
撮影機及び顕微鏡）については、取得価格が１０万円以上の物品とします
（ただし、借用（リース等）の方が経費を抑えられる場合には、経済性の
観点から可能な限り借用して下さい。この場合の経費は、借料及び損料に
なります。）。

・ 消耗品費
委託プロジェクト研究の研究課題で使用するもので、機械・備品費に該

当しない物品。
・ 印刷製本費

報告書、資料等の印刷、製本に係る経費。
・ 借料及び損料

物品等の借料及び損料。
・ 光熱水料

研究施設等の電気、ガス及び水道料。
・ 燃料費

研究施設等の燃料（灯油、重油等）費。
・ 会議費

委員会等の開催に係る会議費。
・ 賃金

委託プロジェクト研究に従事する研究補助者等に係る賃金。
・ 雑役務費

物品の加工・試作、単純な分析等の外注費等。
⑤ その他必要に応じて計上可能な経費

外国人招へい旅費・滞在費等。
２）一般管理費

④の試験研究費の１５％以内。
３）消費税等相当額

１）及び２）の経費のうち非課税取引、不課税取引及び免税取引に係る経費
の５％。

※１ 人件費、試験研究費の賃金を計上する場合は、研究員等の年間の全勤務時
間のうち本研究が占める割合（エフォート（研究専従率）※２）を人件費単
価に乗じた額として下さい。

※２ エフォート（研究専従率）
総合科学技術会議におけるエフォートの定義：「研究者の年間の全仕事時間

を１００％とした場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率
（％）」 なお、「全仕事時間」とは研究活動の時間のみを指すのではなく、
教育活動等を含めた実質的な全仕事時間を指します。

※３ 直接経費に計上できるものは、研究課題の遂行及び研究成果の取りまとめ
に直接必要であることが経理的に明確に区分できるものに限ります。特に、
消耗品費、光熱水料、燃料費等を計上する場合はご注意下さい。
また、委託プロジェクト研究を含む複数の外部資金から研究員、研究補助

員等に人件費等を支払う場合は、委託プロジェクト研究の研究課題に直接従
事する時間数により算出することになります。この場合、作業日誌等により
十分な勤務管理を行って下さい。

※４ 一般管理費は直接経費以外で委託プロジェクト研究に必要な経費です。具
体的には、事務費、光熱水料、燃料費、通信運搬費、租税公課、事務補助職
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員の賃金等となります。なお、光熱水料等の全体額の一部を一般管理費で負
担する場合には、事業に携わる人数比で按分する等により合理的に算出し、
委託プロジェクト研究に係る経費であることを明確に区分して下さい。

※５ 研究グループ参加機関が特例民法法人の場合は、「公益法人に対する行政の
関与の在り方の改革実施計画」（平成１４年３月２９日閣議決定）に基づき、
国から特例民法法人に交付された補助金等を年間収入の３分の２未満とする
必要があります。

（２）購入機器等の管理
委託プロジェクト研究により受託者(研究グループにより公募課題を実施する場合

は、研究グループを構成する全研究機関をいう。以下同じ。）が取得した物品（機械
・備品費で購入した機械装置等）は受託者において、善良な管理者の注意をもって管
理していただきます。管理のため、委託プロジェクト研究の購入物品であることを、
管理簿に登録するとともに、物品にシールを貼るなどにより、明示して下さい。

なお、取得した物品の委託プロジェクト研究終了後の取り扱いについては、個別に、
国への返還の要否を決定します。（例えば、委託プロジェクト研究実施のために設置
した試作品を、研究終了後にお譲りする場合があります。）

９ 研究開発の運営管理
農林水産技術会議事務局は、研究開発責任者と密接な関係を維持しつつ、委託プロジ

ェクト研究の目的及び目標の達成が図られるよう運営管理を実施します。
委託プロジェクト研究の運営管理は、「委託プロジェクト研究の実施について」（平

成１８年２月２３日付け１７農会第 1466 号農林水産技術会議事務局長通知、最終改正
平成２３年１月２８日）に基づき実施します。

「委託プロジェクトの実施について」の概要は次のとおりです。
① 農林水産技術会議事務局は、委託プロジェクト研究の開始に当たり、各委託プロ
ジェクト研究の進行管理、関係各局との調整等を行う責任者としてプログラムオフ
ィサー（ＰＯ）を農林水産技術会議事務局内に設置します。ＰＯは、研究の進捗状
況及び成果を把握するとともに、関係者に報告し、必要に応じて研究開発責任者（プ
ロジェクトリーダー）に対し指導等を行います。

② 農林水産技術会議事務局は、委託プロジェクト研究毎に、プロジェクト研究運営
委員会を設置します。
プロジェクト研究運営委員会は、ＰＯを委員長とし、農林水産技術会議事務局の

関係課室や外部専門家（大学、企業等の研究者等）等により構成します。なお、必
要に応じ、行政部局の関係課室長等や研究開発責任者の参加を求める場合がありま
す。
プロジェクト研究運営委員会では、
・推進方策の検討
・実施期間全体及び毎年度の研究実施計画の検討
・研究の進捗状況、成果の把握

等を行います。なお、平成２４年度の研究実施計画案の策定に当たっては、研究の
進捗状況や評価等も踏まえて検討します。

研究開発責任者は、ＰＯの指導のもと、同一委託プロジェクト研究における他の
研究開発責任者と連携体制を整備し、研究の進捗状況の整理、研究実施計画案の作
成等にご協力いただくことになります。

１０ 「国民との科学・技術対話」の推進
平成２２年６月１９日付けで科学技術政策担当大臣及び総合科学技術会議有識者議

員により策定された「国民との科学・技術対話」の推進に係る基本的取組指針※に基
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づき、当面、１件当たり年間３千万円以上の公的研究費の配分を受ける研究者等は、
研究活動の内容や成果を社会・国民に対して分かりやすく説明する、双方向のコミュ
ニケーション活動に積極的に取り組んでいただく必要があります。
(※については、内閣府ホームページ

（http://www8.cao.go.jp/cstp/s&tsonota/taiwa/index.html）をご覧下さい。)

１１ 研究成果の取扱い
（１）研究成果の報告等

受託者には、委託契約に基づき、研究成果が得られた場合及び委託契約期間終了
時に、遅滞なく、研究成果報告書及び実績報告書を農林水産技術会議事務局長に提
出していただきます。また、委託プロジェクト研究終了後の翌年度に農林水産技術
会議事務局で発行する「研究成果」シリーズのために、原稿を提出していただきま
す。

（２）研究成果等の公表
① 構成員が、自己の研究成果を公表しようとするときは、事前にその内容を他

の構成員及び代表機関に対し、書面によって送付して下さい。
② 代表機関は、これら構成員とともに成果の公表に係る合理的な措置を検討す

るものとします。
③ 受託者は、新聞、図書、雑誌、各種シンポジウム、学会等において、研究課

題に係る活動又は成果が公表される場合には、事前にその概要を農林水産技術
会議事務局に連絡して下さい。また、公表に当たっては、研究課題に係る活動
又は成果であることを明記して下さい。

（３）研究成果の帰属
委託プロジェクト研究を実施することにより特許権等の知的財産権が発生した場

合、その知的財産権は農林水産技術会議事務局に帰属しますが、以下の事項の遵守
を確約することを条件に、受託者(研究グループにより委託プロジェクト研究を実施
する場合は、研究グループを構成する全研究機関又はその一部）に帰属させること
ができます。（この場合には、委託契約書に基づく確約書を提出していただきます。）

① 研究成果が得られた場合には、受託者は、遅滞なく農林水産技術会議事務局長に
報告すること。

② 農林水産技術会議事務局長が公共の利益のために、特に必要があるとしてその理
由を明らかにして求める場合、農林水産技術会議事務局長に対して当該知的財産権
を無償で許諾すること。

③ 当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、このことにつき正
当な理由が認められない場合であって、農林水産技術会議事務局長が特に必要があ
るとして理由を明らかにして求める場合に、当該知的財産権を利用する権利を第三
者に許諾すること。

④ 当該知的財産権を第三者に譲渡又は許諾する場合には、コンソーシアム内部で他
の構成員に譲渡する場合、法人の合併又は分割により移転する場合、及び次のアか
らウまでに規定をする場合を除き、あらかじめ農林水産技術会議事務局長の承認を
受けること。
ア 子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（同条第

４号に規定する親会社をいう。）に当該特許権等の譲渡又は許諾をする場合
イ 承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促

進に関する法律（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同
法第５条第１項の変更の承認を受けた者を含む））又は認定ＴＬＯ（同法第１２
条第１項又は同法第１３条第１項の認定を受けた者）に当該特許権等の譲渡又は
許諾をする場合

ウ 技術研究組合が組合員に当該特許権等の譲渡又は許諾をする場合
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研究グループによる研究の場合は、必要に応じて、一部の研究機関の間で持ち分
を定めることができます。詳細については、農林水産技術会議事務局長にお問い合
わせ下さい。

（４）知的財産権の管理
知的財産権については、次の事項についてもご留意願います。
・ 委託プロジェクト研究は、国の委託による研究であることから、日本国内の
農林水産業の振興に支障を来すなど、不適当と判断される場合には、（３）によ
り知的財産権を受託者に帰属させることができません。また、受託者が（３）
の条件をみたさない場合も特許権等を承継させることはできません。

・ 委託プロジェクト研究の研究成果によって得られた知的財産権については、
「大学等における政府資金を原資とする研究開発から生じた知的財産権につい
ての研究ライセンスに関する指針」（平成１８年５月２３日総合科学技術会議決
定）及び「ライフサイエンス分野におけるリサーチツール特許の使用の円滑化
に関する指針」（平成１９年３月１日総合科学技術会議）に基づき、対応するこ
ととします。（詳しくは

http://www.s.affrc.go.jp/docs/project/2011/project2011_new_expansion.htm をご参
照ください。）

・ 特許法では特許を受ける権利は発明者に帰属しますが、従業者等が職務とし
て研究・開発した結果完成した発明（職務発明）に関しては、従業者等の雇用、
設備・研究費の負担など、使用者の貢献を認めて、使用者等に通常実施権を付
与し、予約承継すること（あらかじめ特許を受ける権利又は特許権を使用者等
に承継させること等を職務発明規程、就業規則等で定めておくこと）を認めて
います。

受託者である法人と、その従業員の間の権利の帰属については、受託者内部
の話ではありますが、委託契約の遂行に支障を来さないよう、農林水産技術会
議事務局では、研究成果が得られる前に、職務発明に関する規定等を整備する
ことを推奨しています。

・ 委託プロジェクト研究に関して知り得た業務上の秘密は、契約期間内外にか
かわらず決して第三者に漏らさないで下さい。得られた研究成果をもとにした
研究等を別途実施する際には事前にご相談下さい。

・ 前述のとおり、出願前に研究成果を公開した場合、新規性は失われ特許権等
を受けることができなくなりますので、くれぐれもご注意下さい。

１２ 研究課題の評価等
農林水産技術会議事務局は、「農林水産省における研究開発評価に関する指針」（平

成２３年１月２７日農林水産技術会議決定）等に基づき、研究課題の評価及び研究
により得られた成果の追跡調査を実施します。
また、「農林水産省における研究開発評価に関する指針」に基づく評価のほか、プ

ロジェクト研究運営委員会において研究の進捗状況の点検を実施します。
なお、追跡調査は、得られた研究成果の普及・活用状況について、成果の公表か

ら２年、５年、さらに必要に応じて１０年経過時に、実施することとしています。
受託者には、研究課題の評価及び追跡調査に必要な資料の作成等の協力が必要と

なります。評価結果等は、研究計画の見直し、予算の配分等に反映されます。

１３ 研究費の不正使用
（１）不正使用防止に向けた取組

研究費の不正使用防止への対応については、「公的研究費の不正使用等の防止に関
する取組について（共通的な指針）」（平成１８年８月３１日総合科学技術会議決定）
に則り、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平
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成１９年１０月１日付け１９農会第 706 号農林水産技術会議事務局長、林野庁長官
及び水産庁長官通知※）を策定しました。これらを遵守して委託プロジェクト研究
を実施していただくほか、その実施状況の報告等をしていただくだけでなく、場合
によっては体制整備の状況に関する現地調査等を行う場合がありますので、ご承知
おき下さい。
（※については、http://www.s.affrc.go.jp/docs/project/2011/project2011_new_expansion.htm
をご参照下さい。）

取組の一環として、農林水産技術会議事務局においては、委託プロジェクト研究
の経費執行に当たり、研究開発責任者、研究実施責任者及び経理責任者等関係者の
皆様に、経費を適正に執行いただくため、経費執行についての指導・チェック体制
の整備を行います。
具体的には、以下のとおり行う予定です。

・応募申請時：中核機関及び全ての共同研究機関に関して、研究実施責任者及び経
理責任者を決めていただき、責任の所在を明確にしていただきます。
（提案書（別紙２）２－１）

・受託機関決定後：課題採択が決定し次第、新規課題を実施する研究機関の研究開
発責任者（コンソーシアムを形成する場合にはコンソーシアム全体
の経理を統括する者（以下「経理統括責任者」という。）を含む）に
対し、経費の適正執行について説明を行います。

・実施１年目：国からの経費受入れに不慣れと思われる研究実施機関に対しては、
必要に応じ現地指導を実施する場合があります。

・実施２年目：適正に執行されているか確認が必要と思われる研究実施機関に対し
ては、必要に応じ、現地指導を実施する場合があります。

（２）不正使用等が行われた場合の措置
委託プロジェクト研究及び当省の他の事業並びに他府省の事業において、研究費

の不正使用又は不正受給を行ったために、委託費等の全部又は一部を返還した研究
者及びこれに共謀した研究者については、以下のとおり、一定期間、委託プロジェ
クト研究への参加、応募を認めません。
ア 研究費の不正使用を主導的に行った研究者

委託費等を返還した年度の翌年度以降２年以上５年以内の期間で、その不正
使用の内容等を勘案して相当と認められる期間。

イ 不正受給を主導的に行った研究者
委託費等を返還した年度の翌年度以降５年間。

ウ 不正使用等を共謀して行った研究者
その不正使用又は不正受給を主導的に行った研究者と同一の期間。

エ 他府省を含む他の委託費等において不正使用等を主導的に行った研究者及び
共謀して行った研究者

当該委託費等において応募、参加を制限されることとされた期間と同一の期
間。

なお、上記の措置については、当該不正使用等の概要を公表するとともに、他の
事業を所管する国の機関に情報提供いたしますので、他の事業等においても参画が
制限される場合があります。

また、研究費の不正使用等が行われた場合において、その原因の一つとして研究
費の不正使用等に関与した研究者が所属する研究機関における公的研究費の管理・
監視体制が不十分であった場合には、同研究機関に所属する全ての研究者について、
一定期間、委託プロジェクト研究への応募を認めないこととします。
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１４ 虚偽の申請・虚偽報告などの偽りに対する対応
委託プロジェクト研究において、申請内容や採択後の報告内容で虚偽行為が明ら

かになった場合、実施研究課題に関する委託契約を取り消し、委託費の一括返済、
損害賠償等を受託機関に求める場合があります。
また、これらの不正な手段により委託プロジェクト研究から資金を受給した研究

者及びそれに共謀した研究者については１３の（２）の不正使用を行った場合と同
様の措置を取ります。

１５ 研究上の不正行為防止のための対応
（１）不正行為防止に向けた取組み

研究上の不正行為（発表された研究成果の中に示されたデータや調査結果等の捏
造、改ざん及び盗用）に関し、「研究上の不正に関する適切な対応について」（平成
１８年２月２８日総合科学技術会議決定）に則り、農林水産省では、「農林水産省所
管の研究資金に係る研究活動の不正行為への対応ガイドライン」（平成１８年１２月
１５日付け１８農会第 1147 号農林水産技術会議事務局長、林野庁長官及び水産庁長
官通知※）を策定しました。委託プロジェクト研究で実施する研究活動には、この
ガイドラインが適用されます。研究実施機関においては、このガイドラインに沿っ
て、研究活動の不正行為に関する告発等を受け付ける窓口を設置し、不正行為の告
発があった場合に調査委員会を設置し調査を行う等、研究活動の不正行為に対応す
る適切な体制を整備していただく必要があります。
（※については、http://www.s.affrc.go.jp/docs/project/2011/project2011_new_expansion.htm
をご参照下さい。）

（２）不正行為が行われた場合の措置
研究上の不正行為があったと認定された研究課題の研究開発責任者及び研究員等

については、当該研究課題に係る委託経費について、その全部又は一部の返還を求
める場合があります。
また、以下のとおり、一定期間、委託プロジェクト研究への参画を制限する場合

があります。
ア 不正行為に関与した者については、その不正行為の程度により不正があったと
認定された年度の翌年度以降２年以上１０年以内。

イ 不正行為に関与しなかったものの、責任者としての注意義務を怠ったなど、一
定の責任があるとされた者については、その責任の程度により不正があったと認
定された年度の翌年度以降１年以上３年以内。

なお、上記の措置については、当該不正行為の概要を公表するとともに、他の
事業を所管する国の機関へ情報提供しますので、他の事業等においても参画が制
限される場合があります。

１６ 秘密の保持
委託プロジェクト研究に係る応募書類及び e-Rad への登録のために応募者から提

出された資料に含まれる個人情報は、委託プロジェクト研究の採択の採否の連絡、
今後の契約手続、評価の実施、e-Rad を経由した内閣府の「政府研究開発データベー
ス」への情報提供等、農林水産技術会議事務局が業務のために利用・提供する場合
を除き、応募者に無断で使用することはありません。（ただし、法令等により提供を
求められた場合を除きます。）

なお、採択された個々の研究課題に関する情報（研究課題名、研究概要、研究機
関名、研究者名及び研究実施機関等）は、行政機関が保有する情報として公開され
ることがあります。

また、研究上の不正行為、研究費の不正使用等を行った研究者等については、国
の事業への応募制限のための情報提供を、内閣府その他研究資金を所管する国の機
関に行います。以上のことをあらかじめご了解の上、応募書類へのご記入をお願い
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します。

１７ 農林水産研究動向解析システム及び研究課題・研究業績データベース※への研究
課題情報等の提供

採択された個々の研究課題に関する情報（研究課題、研究概要、研究実施機関、
研究者、予算、業績等）は、農林水産研究動向解析システム（非公開）に登録され、
技術会議事務局が業務のために利用し、また、研究課題・研究業績データベースに
おいて公開することを予めご了承下さい。

※研究課題・研究業績データベースとは、農林水産研究動向解析システムに登録
された研究情報のうち、課題ごとの予算額、担当人数、担当者、特許情報を除
いた研究課題及び研究実績（論文等）の情報を収録したデータベースです。技
術会議事務局筑波事務所が運営するウェブサイトの AGROPEDIA において提供
（公開）しています。

（※については、技術会議事務局筑波事務所のホームページ
（http://sary.cc.affrc.go.jp/recras/index.html）をご覧下さい。

１８ 事業への参画機関の職員に対する計算資源等の利用提供
農林水産研究開発の効率的・効果的な推進等を図るため、農林水産省の事業に参

画する研究者に対して、技術会議事務局筑波事務所の農林水産研究情報総合センタ
ーが運用する研究技術情報及び計算資源を提供しています。
（http://itcweb.cc.affrc.go.jp/affrit/beginner）

利用を希望する場合、ホームページに記載された利用手続きに従って申請を行っ
てください。
なお、詳しくは、技術会議事務局筑波事務所情報システム課運用係

（Tel.029-838-7344）へお問い合わせ下さい。

・提供する資源、サービス等
研究情報（文献情報、研究課題、研究成果、全文情報等）
その他情報（気象データ、地図データ、農林水産統計データ、衛生画像データ
等）
科学技術計算システム（大規模演算サーバ（スーパーコンピュータ）、科学技術
計算アプリケーション（数値・統計解析、計算化学、構造・流体解析等）、利用
支援等）

１９ 中小企業の支援
本事業については、今後「中小企業技術革新制度（日本版ＳＢＩＲ）」の「特定補

助金」に指定することを検討しています。この特定補助金等の交付を受けた中小企
業者は、その成果を利用して事業活動を行う場合に、株式会社日本政策金融公庫に
よる低利での特別融資、信用保証協会による債務保証枠の拡大並びに担保と第三者
保証人が不要な特別な債務保証枠の措置、中小企業投資育成株式会社法による投資
対象の拡大、特許料等の減免措置及び小規模企業者等設備導入資金制度による貸付
金額並びに割合の拡充措置について、特例の支援措置を受けることができます。

詳しくは、中小企業庁のホームページ
（http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/sbir/21fy/index.html）をご覧下さい。

２０ 動物実験等に対する対応
「農林水産省の所管する研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針」

（平成１８年６月１日付け農林水産技術会議事務局長通知※）に定められた動物種
を用いて動物実験等を実施する場合は、当該基本指針及び当該基本指針に示されて
いる関係法令等に基づき、適正に動物実験等を実施していただく必要があります。
（※については、農林水産省のホームページ
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（http://www.maff.go.jp/j/kokuji_tuti/tuti/t0000775.html）をご覧ください。）

２１ 問合せ先
上記の内容に関する問合せは、応募の締切りまでの間、下記において受け付けま

す。
なお、審査経過、他の提案者に関する事項、応募に当たり特定の者にのみ有利と

なる事項等にはお答えできません。また、これ以外の問合せについては、質問者が
特定される情報等を伏せた上で、質問及び回答の内容を農林水産技術会議事務局の
ホームページにて公開させていただきますので、ご承知おき下さい。

記

【公募研究課題１について】
農林水産技術会議事務局研究開発官（環境）室
担当者 森澤
ＴＥＬ：０３－６７４４－２２１６
ＦＡＸ：０３－３５９３－７２２７

【公募研究課題２について】
農林水産技術会議事務局研究開発官（食料戦略）室
担当者 土原
ＴＥＬ：０３－６７４４－２２１４
ＦＡＸ：０３－３５０２－４０２８

【公募研究課題３について】
農林水産技術会議事務局研究開発官（環境）室
担当者 斎木
ＴＥＬ：０３－６７４４－２２１６
ＦＡＸ：０３－３５９３－７２２７

【応募要領全般について】
農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課企画班
担当者 濱登・渡邉
ＴＥＬ：０３‐３５０２‐７４３８
ＦＡＸ：０３‐３５９３‐２２０９

【契約事務について】
農林水産技術会議事務局総務課契約班
担当者 藤原
ＴＥＬ：０３－３５０２－７９６７
ＦＡＸ：０３－５５１１－８６２２
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別紙１

計画的避難区域内での実施する研究等に従事する者の安全確保について（参考）

１．基本方針

農地土壌等における放射性物質除去技術の開発等の研究を実施するため、計画的避

難区域において、表層土壌の剥離、代かき、放射性物質の回収のための植物栽培等の

作業が予定されるが、当該作業を行うにあたっては、以下に従って作業に従事する者

の安全を確保するものとする。

２．被ばく線量の測定

（１）計画的避難区域内に立ち入る場合にあっては、作業者又は作業グループの代表者

２人以上は、個人線量計を着用し、作業を予定する地区（作業のために立ち入る場

所を含む。以下、「作業地区」という。）における被ばく量を複数日で測定を行う。

また、作業日毎の作業者名、線量を記録し、保管することとする。

（２）（１）の測定値の最大値を用い年間被ばく線量を試算する。

３．保護具

作業者は作業における安全確保のため、上記２で試算した年間被ばく線量をもとに、

以下のとおり保護具を着用する。

① 試算年間被ばく線量が20mSvを超える作業地区の場合

個人線量計を着用し、放射性物質へのばく露防止のため、タイベック・スーツ又

は、雨合羽等の服装、防じんマスクを着用する。

② 試算年間被ばく線量が20mSvを超えない作業地区の場合

作業時に防じんマスクを着用し、長袖、長ズボン等肌の露出を防ぐ服装とする。

４．健康被害の防止対策

（１）作業者は作業における安全確保のため、計画的避難区域内では以下の健康被害防

止対策をとる。

① 傷口等がある場合はその部分についてしっかり保護してから計画的避難区域に

立ち入る。

② 粉じんの吸入・経口摂取を防止するため、計画的避難区域内の作業地区内では原

則飲食・喫煙しない。なお、水分補給等が必要な場合にあっては、ほこり等が多

いところを避け、清浄な状態で保管された水等でうがいをした後、これを飲むこ

とは差し支えない。

③ 作業終了後、計画的避難区域から退出した時、又は、打ち合わせ、休憩等のため、

室内に入室する際には、粉じんを良く払い落とすとともに、手や顔をしっかり洗

い、うがいをする。
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（２）また、試算年間被ばく線量が 20mSv を超える作業地区において作業する場合にあ

っては、上記（１）に加え、試算年間被ばく放射線量が 20mSv を超えないよう、作

業時間を制限する。

なお、女性にあっては 3ヶ月毎に被ばく放射線量が 5mSv を超えないよう、作業

の時間を制限するとともに、妊娠している、もしくは妊娠した場合には、計画的避

難区域において作業等をしない。

５．安全確保の説明

研究管理者は、関係者が計画的避難区域に立ち入って研究を実施する前に、作業者

に放射線被ばくの有害性、保護具の適切な装着、適切な服装、線量計の性能及び取り

扱い、粉じんの発生抑制防止等に関する事項の説明を実施すること。
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別紙２（提案書様式）

〔表紙〕

「森林・農地周辺施設等の放射性物質の除去・低減技術の開発」に対する
提 案 書

研究課題名：「○○○○○の開発」
（本要領１の（２）に示した研究課題のうち提案する研究課題名を記載して下さい。）

※提案書は、研究課題ごとに作成して下さい。

平成○○年○○月○○日

研究機関名 ○○○○○株式会社
代表者氏名 代表取締役社長 ○○ ○○ 印 （※）
所 在 地 ○○県○○市・・・・・・（郵便番号○○○－○○○○）
連 絡 先 所 属 ○○部 △△課

役職名 ○○○○部長
氏 名 ○ ○ ○ ○
所在地 ○○県○○市・・・・・・（郵便番号○○○－○○○○）

※連絡先が所在地と異なる場合は、連絡先所在地を記載
ＴＥＬ △△△△－△△－△△△△（代表）内線△△△△
ＦＡＸ △△△△－△△－△△△△

（※） 応募者が所属する機関の長（研究グループの場合は中核機関）の押印が必要と
なります。ｅメールで提出する場合は、押印した応募書類を PDF に変換して提
出してください。紙による提出の場合でも PDF に変換した電子媒体（CD-R 等）
を添付願います。
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研究開発計画委託事業提案書［要約版］注）１

研究課題名 「○○○○○の開発」

１．研究開発の概要 提案書[本文]１の内容を数行程度（９５０文字以内）で簡
潔に記載して下さい。

２．研究体制 提案書[本文]２の内容を数行程度で簡潔に記載して下さい。

３．研究期間及び予 提案書[本文]４の内容を数行程度で簡潔に記載して下さい。
算規模

４．連絡先 研究機関名：
（共同で研究する場 所 在 地：（〒○○○－○○○○ ）
合は中核機関の連絡
先） 担 当 者：所 属

役 職 名
氏 名
所 在 地 注）２

Ｔ Ｅ Ｌ
F A X

注）１．要約版は１枚以内にまとめて下さい。
２．研究機関の所在地と一致する場合は記載の必要はありません。
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［本文］

委託プロジェクト研究名：「森林・農地周辺施設等の放射性物質の除去・低減技術の開
発」

研 究 課 題 名：「○○○○の開発」

（本要領１の（２）に示した研究課題のうち提案する研究課題名を記載して下さい。）

１ 研究開発の内容及び目標

１－１ 研究開発の内容
「○○○○の開発」 （○○○株式会社）
［研究開発の内容］

受託を希望する研究課題について、提案する研究開発の方式又は方法について、
本要領１の（２）で提示した研究開発の具体的内容及び達成目標を踏まえて、具体
的に記載して下さい。また、（２）の目標を達成するために解決すべき技術的問題と
それを解決する手法について、従来から一般的に行われてきた方法（従来技術等）
と比較するなどして、わかりやすく記載して下さい。
必要であれば、この研究内容の理解を容易にする図等を添付して下さい。
また、研究グループによる研究の場合は、その共同研究機関をメンバーとする

理由及び役割分担を明確にするとともに、研究内容を記載して下さい。
例えば、共同研究機関がある場合には、下記のとおり記載して下さい。

（１）中核機関
△△△△株式会社

①「△△△△△の研究開発」【○○年度～○○年度】
[研究開発の内容］

②「×××××の研究開発」【○○年度～○○年度】
[研究開発の内容］

（２）共同研究機関
□□□□株式会社
メンバーとする理由
△△△に関する研究には、同社の○○の技術が不可欠であるため。

①「△△△△△の研究開発」【○○年度～○○年度】
[研究開発の内容］

②「◎◎◎◎◎の研究開発」【○○年度～○○年度】
[研究開発の内容］

１－２ 研究開発の目標
提案する研究課題に係る研究開発の目標について、本要領１の（２）で提示した達

成目標（最終目標、性能、定量的な検討件数等）に留意し、年度ごとに具体的に記載
して下さい（「△△△△が可能なこと。」、「○○○○式であること。」、「△△△△につい
ては○○以上であること。」、「○○個以上について△△する。」、その他、可能な限り
具体的かつ定量的な表現により記載して下さい。）。
上記の研究開発の目標（達成目標、性能、定量的な検討件数等）については、その

設定理由や設定が妥当である理由を、記載して下さい。
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２ 事業実施体制
２－１ 事業実施責任者（研究開発責任者、経理統括責任者、研究実施責任者、経理責

任者）

機関名
ふりがな

中 研 究 開 発 氏 名 役職名
責 任 者

核 （ プ ロ ジ 所 属 ○○○部○○課
ェ ク ト リ

機 ーダー） TEL ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊(内線） FAX ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊

ふりがな

関 経 理 統 括 氏 名 役職名
責 任 者 所 属 ○○○部○○課

TEL ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊(内線） FAX ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊

ふ り が な

研 究 実 施 氏 名 役職名
責 任 者 所 属 ○○○部○○課

TEL ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊(内線） FAX ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊

ふりがな

経 理 氏 名 役職名
責 任 者 所 属 ○○○部○○課

TEL ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊(内線） FAX ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊

機関名
共 ふりがな

同 研 究 実 施 氏 名 役職名
研 責 任 者 所 属 ○○○部○○課
究 TEL ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊(内線） FAX ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊

機 ふりがな

関 経 理 氏 名 役職名
責 任 者 所 属 ○○○部○○課

TEL ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊(内線） FAX ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊

機関名
共 ふりがな

同 研 究 実 施 氏 名 役職名
研 責 任 者 所 属 ○○○部○○課
究 TEL ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊(内線） FAX ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊

機 ふりがな

関 経 理 氏 名 役職名
責 任 者 所 属 ○○○部○○課

TEL ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊(内線） FAX ＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊

注）１．中核機関及び全ての共同研究機関について事業実施責任者を記載して下さい。
２．研究開発責任者と経理統括責任者、研究実施責任者と経理責任者は、別の者で

ある必要があります。
３．必要に応じて用紙を追加して作成して下さい。
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２－２ 研究実施体制図
（例示）

「○○○○の開発」実施体制

農林水産技術会議事務局

委
託

研究グループ

共同研究機関 【中核機関】 共同研究機関

○○株式会社 ○○研究所 ○○大学

【プロジェクトリーダー】

・研究実施場所： ・研究実施場所： ・研究実施場所：
○○センター(港区) ○○センター(つくば市) ○○研究室（つくば市)

・研究課題： ・研究課題： ・研究課題：
○○評価技術 ○○○○の開発 ○○評価技術

共同研究機関 共同研究機関 共同研究機関

○○株式会社 ○○研究所 ○○大学

・研究実施場所： ・研究実施場所： ・研究実施場所：
○○研究所(札幌市) ○○センター（大阪市） ○○研究室（京都市）

・研究課題： ・研究課題： ・研究課題：
○○評価技術 ○○技術実証 ○○評価技術

研究グループの規程等に基づく資料請求・交付

（注）各機関毎に、研究実施場所、実施項目を記載して下さい。
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２－３ 研究実施場所
提案された研究課題を実施する場所とその選定した理由を記載して下さい。

（記載例）
中核機関：○○○○研究所

○○センター
選 定 理 由：□□□□
共 同 研 究 機 関：△△△△研究所○○センター

△△△△株式会社△△センター
△△△△大学○○研究室

選 定 理 由：□□□□
（一部本邦外で実施する場合は、その理由も記載して下さい。）

２－４ 研究開発責任者（プロジェクトリーダー）研究経歴書並びに研究員一覧及び研
究員研究経歴書

研究開発責任者（プロジェクトリーダー）について、研究開発責任者研究経歴書
（様式１）に記載して下さい。

中核機関及び共同研究機関の本研究課題に関係する研究員について、研究経歴を研
究員一覧（様式２）及び研究員研究経歴書（様式３）に記載して下さい。

なお、研究支援者（分析・実験・研究補助担当者、装置製作・改造等担当者等）に
ついては、必ずしも提出の必要はありません。

２－５ 研究実施機関（中核機関及び共同研究機関）

研究実施機関（中核機関及び共同研究機関）の業務概要、研究員数、財務状況等に
ついて、（様式４）に記載して下さい。

３ 当該技術又は関連技術の研究開発実績
３－１ 当該提案に有用な研究開発実績

研究課題に沿って、提案する方式又は方法に関する国内外の状況、その中での応募
者の本研究開発又は本研究開発の円滑な遂行に資する関連研究開発の実績及びその位
置付け等を、研究発表等を引用して記載し、提案内容を遂行できる能力を有している
ことを携わる全ての研究機関を対象に記載して下さい。
なお、関連の特許や論文等の一覧は別紙で記載していただいても結構です。

３－２ 当該提案に使用する予定の設備等の保有状況
本委託事業を進めるに当たって使用する予定の主な設備等の保有状況とその用途を

記載して下さい。

（例示）
設備等の名称 内 容

（使用目的、仕様等を記載して下さい。）
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４ 研究開発予算と研究員の年度展開及び初年度予算の概算
４－１ 研究開発予算と研究員の年度展開

本委託事業を進めるためには、いかなる研究課題をどのような手順で行い、どの程
度の経費が必要となるか以下のような一覧表にまとめて下さい。
なお、参考のため、研究計画スケジュールを表す線の下の（ ）内には、その年度

に投入される研究員の予定人数を記載して下さい。

（単位：千円、人）
研究課題 23 年度 24 年度 計

１ ○○○の研究開発

１－１○○○の調査 ＊＊＊ ＊＊＊
（＊） （＊）

１－２○○○の開発 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
（＊） （＊） （＊）

２ △△△の研究開発

２－１×××の研究 ＊＊＊ ＊＊＊
（＊） （＊）

２－２□□□の研究 ＊＊＊ ＊＊＊
（＊） （＊）

合 計 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
（＊） （＊） （＊）

注）１．消費税は、研究課題毎に内税で計上して下さい。
２．提案者が研究課題を遂行するために必要な研究開発費を計上して下さい。な

お、予算規模は、社会・経済状況、研究開発費の確保状況等によって変動し得
ることもあり、総事業費規模については農林水産技術会議事務局が確約するも
のではありません。



- 24 -

４－２ 平成２３年度経費の見積
研究開発に必要な経費の見積額を応募要領８の（１）に定める委託経費の対象とな

る経費に従って、記載して下さい。

（積算例） （単位：円）
区 分 積算内訳

Ⅰ 直接経費 ＊＊，＊＊＊

１ 人件費 ＊＊，＊＊＊

２ 謝 金 ＊＊，＊＊＊

３ 旅 費 ＊＊，＊＊＊

４ 試験研究費 ＊＊，＊＊＊

① 機械・備品費 ＊＊，＊＊＊

② 消耗品費 ＊＊，＊＊＊

③ 印刷製本費 ＊＊，＊＊＊

④ 借料及び損料 ＊＊，＊＊＊

⑤ 光熱水料 ＊＊，＊＊＊

⑥ 燃料費 ＊＊，＊＊＊

⑦ 会議費 ＊＊，＊＊＊

⑧ 賃 金 ＊＊，＊＊＊

⑨ 雑役務費 ＊＊，＊＊＊

Ⅱ 一般管理費 ＊＊，＊＊＊

Ⅲ 消費税等相当額 ＊＊，＊＊＊

総 額 ＊＊，＊＊＊

注）１．一般管理費の算定は、４試験研究費の１５％以内で計上して下さい。
２．Ⅲ消費税等相当額は、Ⅰ、Ⅱの経費のうち非課税取引、不課税取引及び免税取

引に係る経費の５％を計上して下さい。
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５ 研究開発の実績等
５－１ 現に実施又は応募している公的資金による研究開発

現に実施あるいは応募している公的資金による研究開発がある場合には、今回応募
する研究開発責任者のほか、中核機関及び共同研究機関の研究員ごとに、制度名、研
究課題名、実施期間及び予算額を記載して下さい。また、今回応募する研究課題と関
連する場合は、その研究成果・内容を簡潔に記載するとともに、本委託事業の研究課
題と明確に区別できることを記載して下さい。

（記載例）
研究開発責任者名（所属機関）

○○費（○○省）、「・・・に関する技術開発」（2005 ～ 2009）
○○助成費（○○省）、「・・・に関する研究」（申請中）（2009 ～ 2012）

共同研究機関の研究員（所属機関）

５－２ 共同研究機関のグループとしてのこれまでの活動状況
研究課題を応募するに当たって、共同研究機関のグループ（完全に同じ研究実施体

制でなくても結構です。）としてのこれまでの活動状況（産学官連携に関する研究会、
検討会への参画、他機関との共同研究実績等）について、簡潔に記載して下さい。

５－３ 現に実施又はこれから実施予定の、自己資金により平行して実施する研究開発

本研究課題を受託した後に、当該委託業務から得られた研究開発成果を実用化する
ために必要な実証研究、最適化研究、製品開発などの研究開発を平行して実施する際
は、その研究概要、目標（性能等）を明らかにして下さい。

また、受託を希望している研究と類似する自社研究を明確に区別できることを記載
して下さい。

６ 契約書に関する合意
農林水産技術会議事務局より提示された委託契約書（案）に記載された条件に基づ

いて契約することに異存がない場合は、下記の文章を記載して下さい。

「○○ ○○（代表者氏名）」は、研究課題「○○○○○の研究開発」の契約に際し、
農林水産技術会議事務局より提示された委託契約書（案）に記載された条件に基づい
て契約することに異存がないことを確認した上で、提案書を提出します。
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様式１
研究開発責任者 研究経歴書

年 月 日
氏 名 生年月日

（ 歳）
①所属

②学位 〔授与機関〕
〔学 位〕
〔取 得 年〕
〔専 攻〕

③研究開発実務及び管理の経歴並びに受賞歴
（記載例）
平成○○－○○年 ○○の研究開発
平成○○ ○○の研究開発に関し○○学会○○賞受賞
平成○○－○○年「○○の研究開発プロジェクト」においてプロジェクトリー

ダー
④現在参画しているプロジェクト名
（記載例）

○○省「○○の研究開発プロジェクト」において○○の研究開発
⑤本研究開発に関連する最近５年間の主要論文、研究発表、特許等（筆頭者である必
要はありません。）
（記載例）
〔論文〕

１）山田太郎他、”○○の個体有機構造”、○○学会誌、７２巻１０号、ｐ．９３０，
１９９８

〔研究発表〕
１）T.Yamada,et.al,"Improvement of xxxxx Composites by xxxxxx" ,The xxx Fall
meeting ' 99, Oct. 12, 1999.

〔特許〕
１）山田太郎他、”○○組成物”、特開平１０－１２３４５６

⑥本研究課題との関係
（記載例）

平成○年度から、本研究課題に関連する先導調査研究「○○の調査研究」に従事し、
○○調査委員会の委員長を務める等主導的役割を果たしてきた。
－記載方法－
１．研究開発管理の経歴には、研究開発プロジェクトにおけるプロジェクトリーダー、

研究代表者、企業等における研究開発マネジメント等全てのご経験をご記入下さい。
２．「本研究開発に関連する最近５年間の主要論文、研究発表、特許等」とは、本研究課

題に関連する研究成果とします。研究成果を示すものとしては、「論文（研究経歴又
は専門分野における代表的な論文。学会の査読の無いもの等も可。）」、「研究発表（学
会のみならずシンポジウム等での口頭発表等も可。）」、「特許」等があり得ますがこれ
に限定しません。なお、共著者、共同発表者又は共同発明者でもかまいません。
「論文、研究発表、特許等」は、原則として少なくともこれらのうち１つについて当
該分野に関する研究成果を示す記載があることが必要です。これらがない研究者にお
いては、当該研究課題を遂行する上で当人の知見が不可欠であることを示す事由を記
載して下さい。 技術者や分析担当者・技術動向調査担当者等の場合には、［論文」「研
究発表」「特許」等はない場合があり得ます。この場合は、当該人物が研究に不可欠
である旨を彼らが有する技能や経験の観点から記載して下さい。

３．記載紙面が不足した場合は、適宜追加して下さい。
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様式２
研究員一覧

氏 名 所属・役職（職名） 主な研究経歴又は実績 ｴﾌｫｰﾄ
(%)

○ ○ ○ ○ （株）○○○○○ 当該研究課題に関連する主な研 ○○

（△△博士） ○○○部○○○課長 究経歴を数行程度で記載（研究
員研究経歴書（様式３）を添付）

注）人件費を計上する場合には、エフォート欄に各研究員の年間の全仕事時間を
１００％とした場合に対する本委託事業が占める時間の配分割合（％）を整数
で記載して下さい。なお、「全仕事時間」とは研究活動の時間のみを指すのではなく、
通常の業務活動を含めた実質的な全仕事時間を指します。
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様式３
研究員 研究経歴書

年 月 日
氏 名 生年月日

（ 歳）
①所属

②学位 〔授与機関〕
〔学 位〕
〔取 得 年〕
〔専 攻〕

③研究開発経歴、受賞歴
（記載例）
平成○○－○○年 ○○の研究開発
平成○○ ○○の研究開発に関し○○学会○○賞受賞
平成○○－○○年「○○の研究開発プロジェクト」においてプロジェクトリ

ーダー
④現在参画しているプロジェクト名
（記載例）
○○省「○○の研究開発プロジェクト」において○○の研究開発

⑤本研究開発に関連する最近５年間の主要論文、研究発表、特許等（筆頭者である
必要はありません。）
（記載例）
〔論文〕

１）山田太郎他、”○○の個体有機構造”、○○学会誌、７２巻１０号、ｐ．９３０，
１９９８

〔研究発表〕
１）T.Yamada,et.al,"Improvement of xxxxx Composites by xxxxxx" ,The xxx Fall
meeting ' 99, Oct. 12, 1999.

〔特許〕
１）山田太郎他、”○○組成物”、特開平１０－１２３４５６

⑥本研究課題における役割
（記載例）

平成○年度から、本研究課題に関連する「○○の研究」に従事し、専門分野であ
る△△△の研究開発実績を基に□□□の目標をクリアのための研究に従事する。

－記載方法－
１．研究開発経歴は現職を含みます。過去の研究実績（参画プロジェクト）については、

自社プロジェクトのみならず受託プロジェクト等も含めて下さい。
２．「本研究開発に関連する最近５年間の主要論文、研究発表、特許等」については、研

究開発責任者研究経歴書（様式１）の記載方法の２をご参照願います。
３．研究経歴書は、登録研究員全員分をご提出願います。人件費の発生しない研究員

を登録する場合には、その旨を⑥に記載下さい。
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様式４
研究実施機関（中核機関及び共同研究機関）

機関名 ●●●●

業務概要 業務概要を２～３行で簡潔に記載ください。業務概要がインターネ
ット上で閲覧可能な場合は、ホームページアドレスを記載して下さい。

中 在籍する研究員総数（概数） 人
核 研究員数 うち、当該研究課題に携わる研究員数（概数） 人
機 年 度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度
関 財務状況 当期純利益（千円）

注）２～３ 資本金 （千円）
国からの補助金等全体の金額及びその年間

収入に対する割合 注）４ ○○．○ ％

知的財産への取組状況 注）５

機関名 ●●●●
共
同 業務概要 業務概要を２～３行で簡潔に記載ください。業務概要がインターネ
研 ット上で閲覧可能な場合は、ホームページアドレスを記載して下さい。
究 在籍する研究員総数（概数） 人
機 研究員数 うち、当該研究課題に携わる研究員数（概数） 人
関 年 度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

財務状況 当期純利益（千円）
注）２～３ 資本金 （千円）

国からの補助金等全体の金額及びその年間

収入に対する割合 注）４ ○○．○ ％

知的財産への取組状況 注）５

注）１．中核研究機関及び全ての共同研究機関について、記載して下さい。必要に応じ
て用紙を追加して作成して下さい。いずれの項目も概略でかまいません（詳細な
パンフレット等の添付は不要です。）。

２．財務状況（当期純利益）は、「貸借対照表」又は「損益計算書」の金額を記入し
て下さい。

３．地方公共団体に関しては、財務状況（当期純利益及び資本金）の記入の必要は
ありません。

４．国からの補助金等全体の金額及びその年間収入に対する割合に関しては、特例
民法法人についてのみ、平成２１年度の割合を記載して下さい。

５．知的財産への取組状況に関しては、知的財産に係る体制、知的財産ポリシーの
作成、その他取組について記載して下さい。
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別紙３

委託プロジェクト研究の公募説明会 参加申込書

農林水産省 農林水産技術会議事務局
研究開発官（環境）室 森澤宛

（fax：０３－３５９３－７２２７）

平成 年 月 日

該当委託プロジェクト研究名：森林・農地周辺施設等の放射性物質の除去・低減技術の
開発

研究機関等の名称：

参加希望人数： 人

所属・役職：

氏 名：

所在地：

連絡先：tel fax

e-mail ：

その他：

注）「所属・役職」欄以降の記載に当たっては、当該説明会参加を希望する者のうち、
連絡窓口となる１名について記載して下さい。
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別紙４

農林水産研究委託事業に係る新たな契約方式について

１．趣旨
農林水産研究委託事業の契約については、これまで複数の機関が共同して研究を行

う場合は、研究ｸﾞﾙｰﾌﾟを構成し、当該研究ｸﾞﾙｰﾌﾟの代表的な機関と農林水産省との間
で委託契約を締結した上で、代表的な機関において、事業の一部を研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ内の共
同研究機関と再委託契約を締結することにより委託事業を実施していただいていたと
ころです。

農林水産研究委託事業への応募、事業の実施に当たっては、複数の研究機関が共同
して研究ｸﾞﾙｰﾌﾟを構成していること及びその研究機関相互の関係を考慮し、従来の再
委託方式から共同研究を実施しているという実態に即した契約方式に改め、研究機関
が共同して構成した研究ｸﾞﾙｰﾌﾟと農林水産省が契約することとします。
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２．公募から契約締結までの事務の流れ

【農林水産省】 【研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ(ｺﾝｿｰｼｱﾑ)】
①応募（公募）要領事前公表

②事前説明会

③応募要領・公募 ④応募要領に従って研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ
※研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ設立を明記 を構成

公募説明会 ⑤研究ｸﾞﾙｰﾌﾟの代表機関が企画
提案書を提出

⑥外部有識者による審査委員
会による審査
⑦採択先（採択課題）決定 ⑧ｺﾝｿｰｼｱﾑ設立

・規約に同意、あるいは、協定
書締結、または、共同研究契約
締結
・委託事業年度実施計画作成・
提出
・随意契約登録者名簿登録申請
書提出

⑨委託契約
※注１：⑧により、研究ｸﾞﾙｰﾌﾟとして契約する体制を構築。
※注２：随意契約登録者名簿登録申請書は、農林水産省との契約を代表機関である法人名等で行う場

合であって、農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）を有する場合は提出不要。
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３．契約締結から額の確定までの事務の流れ（概算払の場合）

【農林水産省】 【ｺﾝｿｰｼｱﾑ】
①概算払を行うための手続 ①概算払を行うための手続
・財務省との概算払協議 (概算払必要理由書の提出)
・財務省から概算払の承認
・概算払可能のお知らせ

②資金請求
委託費概算払請求書提出（代
表機関）

③代表機関へ資金交付
（委託費概算払）

④構成員への支払
（代表機関）

⑤研究の進行管理 ⑤研究の進行管理
（中核機関）

⑥構成員から代表機関へ実績
報告書の提出

⑦代表機関で内容を検査の上
とりまとめ
（代表機関）

⑧委託事業実績報告書提出
（代表機関）

⑨額の確定・通知 ⑩構成員の額の確定
（代表機関）

※詳しくは、「http://www.s.affrc.go.jp/docs/project/2011/project2011_new_expansion.htm」
をご参照下さい。


